
 自衛隊が、敵基地を攻撃する能力を持つべきか否かにつ
いて、１９７０年に出された第一回防衛白書には、明確
に「専守防衛」が記載されていた。憲法第９条を掲げる
日本が、敵基地に赴いてそれを攻撃するということは認
められないと考えられてきたからである。
　ところが、２０２０年６月１５日に、政府がイージス・
アショアの配備を断念したことをきっかけに、自民党内
で日本も敵基地攻撃能力を保有するべきであるという議
論が再び活発になっている。また、自衛隊が敵基地攻撃
能力を保有することが憲法上許されるのかという議論が
正面からなされないまま、自衛隊には敵基地攻撃能力を
備えた装備が着々と購入されつつあるのが現状である。
　このままでは、日本が敵基地攻撃力を持つことが憲法
上許されるのか、我々は、それを選択すべきなのかとい
うきちんとした議論がなされないまま、自衛隊が敵基地
攻撃能力を保有した状態が実現されかねない。
　そこで、防衛ジャーナリストの半田滋さんに、敵基地
攻撃能力保有の問題についてお話しいただくことにした。
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